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農業構造変動の先進地域における
大規模水田農業経営体の展開
大　仲　克　俊
Expansion of Large-scale Paddy Field Farming Management Bodies 
in the Regions Advanced in Structural Changes in Agriculture
Katsutoshi OHNAKA
要　旨
　我が国の水田農業構造は、農業内部の要因だけではなく、米価低迷・農業構造政策等の外部要
因により、中小規模層の農業経営体の減少が進み、大規模な農業経営体の形成が進展している。
このような大規模経営体は、農業集落の平均耕地面積規模を超える農地を集積しており、その農
業経営の持続・展望は、地域農業の維持・発展において重要である。
　本稿では、水田農業における大規模経営体に着目し、その農業経営の実態と展望について分析
を行い、今後の農業構造変動の担い手として期待できるか検討を行った。事例地域は石川県白山
市である。これは、農地需用者としての大規模経営体の形成と、離農による農地供給者である中
小農業経営体がある程度固定された農業構造変動の先進地域であるためである。
　以上の分析によると、大規模経営体は、農地市場の逼迫や今後の経営展開により、水稲部門の
規模拡大には制約があり、水田需用者としての水田需要量は制約されると考えられる。
　キーワード：水田農業構造政策、集落営農、大規模家族経営体、農地市場
Summary
　　Paddy field farming structure in Japan has changed: mid-size agricultural management units 
have decreased and formation of large-scale agricultural management bodies have advanced not 
only due to internal factors of agriculture itself but also due to downturn in rice price and 
policies for agricultural structure. Those large-scale management bodies have collected farmland 
exceeding mean cultivated acreage. Sustainability and vision of such a farm management are 
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vital for maintenance and development of regional agriculture.
　　This paper focused on large-scale farm management bodies in paddy farming and analyzed 
the reality of the farming management and the vision to weigh their potential as promising 
leader of agricultural structure reform. The case study was performed in Hakusan in Ishikawa 
prefecture, a region advancing in structural changes in agriculture where large-scale 
management bodies seeking farmland and small- and medium-sized farm management units 
supplying farmland were relatively secured.
　　The analysis results indicate that expansion of large-scale paddy field management and the 
demand for paddy field may be restricted by stringent farmland market and future business 
development.
　Keywords： policies on paddy field farming structure, community farming, large-scale family 
management unit, farmland market
Ⅰ　はじめに
　我が国の水田の農業構造は大きな変動が発生している。これは、農業従事者の高齢化による離
農といった農業内部の動きだけではなく、米価下落による農業経営体の経営悪化、さらに、経営
所得安定対策、品目横断的経営安定対策等の農業政策により、水田農業の経営規模間の格差が顕
在化し、中小規模層の水田農業経営体の離農が進んだ。一方、これら中小規模層の水田農業経営
体の離農した農地は、借地という形で地域農業の内部で流動化し、大規模な販売農家（一戸一法
人も含む）や、品目横断的経営安定対策に対応するために形成された集落営農組織等の組織経営
体に吸収されている。
　その結果、2005年と2010年の農林業センサスを比較すると、都府県の経営耕地面積は2.2%の
減少に対し、農業経営体数は16.5%の減少となった（以下、本節では都府県の範囲で比較する）。
経営階層別に農業経営体数の動向を見ると、４ha未満層まで農業経営体は減少しており、特に、
0.3 〜 0.5haの階層では22.0%、0.5 〜 1.0haの階層で17.7%の減少となり、農業経営体数で最も
構成比率が高い0.3 〜 1.0ha未満の層での減少が進展している。また、水田農業に限定すると、
経営耕地における田の面積は6.3%の減少に対し、「田のある農業経営体」の数は17.8%減少して
いる。さらに、販売のあった農業経営体の農業経営組織別の経営体数の動向でも、販売のあった
全農業経営体の数は14.5%の減少に対し、「稲作単一経営」の経営体数は15.2%、「稲作準単一経営」
の経営体数は21.6%の減少となっている。「稲作単一経営」は、2010年時点で販売のあった農業
経営体の52.4%を占めており、最も農業経営の担い手を占める割合が高い水稲作の農業経営体の
減少が進展していると言える。
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　一方、2005年から2010年における農業構造の変動において、５ha以上層の農業経営体の数は
増加している。特に、増加率の高い階層は、50 〜 100ha未満の153.8%の増加であり、最も農業
経営体数が増加している階層は７〜 10ha未満の階層である。７〜 10ha未満の階層は、2005年
から2010年にかけて2,674経営体の増加となっている。また、経営耕地面積規模別に田のある
農業経営体数、田の経営耕地面積を見ても、５ha未満層は減少し、５ha以上層で増加している。
その中で、農業経営体数では25.0ha以上層、田の経営耕地面積では20ha以上層において増加率
が100%を超えており、大規模層で著しい農業経営体の増加と経営耕地における田面積の集積が
進展していると言える。
　このように、農林業センサスの統計上では、大規模水田経営体（以下、大規模経営体）への経
営耕地（田）の集積が指摘できるが、その農業経営の実態については更なる分析が必要であろう。
特に、20ha以上の大規模経営体は、1集落当たりの平均耕地面積を＊１超えており、その大規模
経営体の持続・展望は、地域農業の維持・発展において重要なものとなる。
　以上の点を踏まえ、とりわけ都府県の農業構造の変動の要因である借地を通じた規模拡大の動
向及びその担い手である大規模経営体の農業経営について分析を行う。本稿では石川県白山市の
農業構造の変動と大規模経営体を対象とする。これは、石川県は加賀平野を中心に借地を通じた
大規模な家族経営体や集落営農組織の形成が進み、都府県における農業構造変動の先進地域であ
る。その中でも石川県白山市は、石川県内において、最も借地による農地の流動化・大規模経営
体への農地集積が進展しているためである。言うなれば、都府県の水田農業における構造変動の
最先端の地域であり、都府県全体における農業構造変動の将来を見通せる地域と言えよう。
　本稿では、統計分析と大規模経営体への実態調査を通じて、以下の点について明らかにする。
一つは、大規模経営体の規模拡大は、効率的かつ持続的な経営体により行われ、その農業経営の
発展に結びついているかである＊２。この分析では、以下の農業経営体の分析を対象とする。①様々
な構造政策を通じて形成された集落営農の農業経営の内実とその性質、②家族経営を中心に発展
してきた大規模経営体の規模拡大過程と経営展開である。これらの大規模経営体は、経営体の形
成過程が異なっており、その農業経営の展開・継承の在り方も異なる。そこで、本稿では、この
２つの大規模経営体の比較検討を通じて、必要な農業政策の在り方について明らかにする。二つ
は、上記の大規模経営体の経営展開を踏まえ、これらの経営体が更なる農業構造変動の担い手で
あり続けるかについて考察を行う。これは、中小規模層の農業経営体の更なる離農が進展すると
考えられる中で、地域内で供給される農地の受け手として、大規模経営体に期待できるのかとい
う点である。特に、一定規模の大規模経営体の形成が進み、地域の水田農業の担い手が絞り込ま
れた当該地域において−ある意味、農地市場の供給者・需要者が固定化された農業構造変動の最
先端地と言える−、これらの経営体が更なる農地の需用者であるのか、言い換えれば規模拡大が
可能か、又は求めるかという点である。
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Ⅱ　石川県と白山市の農業構造の特徴
（１）石川県の農業構造変動の特徴
　石川県は、コメを中心にした土地利用型農業が行われている地域である。2010年の生産農業
所得統計によると、石川県の農業産出額は508億円であり、その内、コメの産出額は262億円で
あり51.6%を占めている。北陸の他３県に比べて農業産出額に占めるコメの割合は低いものの、
都府県平均の20.2%よりも２倍以上高く、石川県の農業においてコメは地域農業で重要な地位を
占めている。また、2010年農林業センサスにおける農業経営体の経営耕地を地目別に見ると、
水田が87.8%となっており、コメを中心にした水田農業の展開が地域農業に大きな影響を与えて
いる。
　このような状況の下、石川県の水田農業の構造の特徴を農林業センサスから見る。表１は、都
府県における経営耕地面積5ha以上の販売農家と組織経営体の経営耕地シェア、そして水田借地
率の上位10都府県を抽出した表である。石川県は、５ha以上の販売農家の経営耕地シェアは
25.5%であり、都府県で８番目に高く、組織経営体の経営耕地シェアは18.1%であり、７番目に
高い。さらに、石川県における５ha以上の販売農家＋組織経営体の経営耕地シェアは43.6%であ
り、都府県で７番目に高い。また、水田の借地率は51.3%であり、都府県で４番目の高さである。
　図１は、各都府県の５ha以上の販売農家と組織経営体の経営耕地シェアを表す。石川県は、
都府県平均における５ha以上の販売農家と組織経営体の経営耕地シェアよりも高くなっており、
水田借地率も都府県内の上位の地位を占めている。また、５ha以上の販売農家と組織経営体の
経営耕地面積のシェアを比較すると、５ha以上の販売農家の方が高く、組織経営体の経営耕地
表１　経営耕地面積５ha以上の販売農家と組織経営体の経営耕地シェア及び
　　　水田借地率の上位10都府県（2005健）
出所：2010年農林業センサス
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の集積も進んでいるが、大規模な販売農家による経営耕地の集積が進んだ地域であると言えるだ
ろう。
　また、2005年から2010年にかけての都府県・北陸・石川県の農業構造の変動を整理したのが
表２、表３である。北陸では５ha未満層の農業経営体の経営耕地が減少しており、特に、３ha
未満層の経営耕地の減少が著しい。農業経営体を販売農家と組織経営体に区分して見ると、販売
農家の経営耕地の11.6%の減少に対し、組織経営体は96.1%の増加で約２倍に増加した。借地は
販売農家でも増加しているが、組織経営体の増加率に比べて低い。このように、販売農家の経営
耕地が減少し、かつ借地の伸びが低い要因は、３ha未満層の減少率が高いためである。一方、
組織経営体の経営耕地と借地の増加要因は、20ha以上層によるものであり、この階層では、経
営耕地、借地がともに２倍以上増加している。借地面積の増加に対する寄与率（以下、寄与率）
でも、20ha以上層の寄与率は73.3%となり、大規模な組織経営体が北陸における借地増加の中
核である。
　石川の経営耕地変動の特徴は、借地率が都府県・北陸平均より高く、かつ、販売農家のシェア
が北陸平均よりも高いのが特徴である。特に、20ha以上層の販売農家の経営耕地シェアが都府県・
北陸平均に比べて高い。また、販売農家の借地増加の寄与率においても、10ha以上層の寄与率は、
北陸平均よりも高くなっており、20ha以上層に限定すれば、都府県・北陸平均よりも高くなっ
図１　都府県の組織経営体及び販売農家の経営耕地シェア、水田借地率の動向
（2010年農林業センサス）
注１： 図中の破線は、５ha以上の販売農家と組織経営体の経営耕地の合計シェアが都
府県平均と一致することを示す。
出所：2010年の農林業センサス
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表２　階層別農業経営体の経営耕地動向（都府県・北陸・石川2005年・2010年）
表３　農業経営体及び階層別借地の動向（都府県・北陸・石川　2005-2010年）
注１：都府県は１万ha単位、北陸、その他県は千ha単位である
注２：シェアの太字は2005年からの低下、網掛は10ポイント以上の低下を表す
資料：農林業センサスより
注１： 借地率は（借地面積/経営耕地）、寄与率は（農業経営体借地増加面積/各経営体の各層借地増減面積）か
ら算出した
出所：農林業センサスより
農業構造変動の先進地域における大規模水田農業経営体の展開
− 143 −
ている。その一方で、組織経営体の経営耕地も増加しており、特に、20ha以上層の増加率は
100%を超えている。借地の増加率でも20ha以上層の組織経営体の増加率は高く、寄与率では
67.6%となり、北陸平均より低いが、都府県平均よりも高くなっている。
　以上から、北陸は借地を通じて20ha以上層の組織経営体を中心に大規模経営体への経営耕地
の集積が進んでいる。その中で、石川県は、都府県・北陸全体と比較しても借地による農地流動
化が進展しているが、販売農家の経営耕地、借地シェアも高い状況にある。これは、20ha以上
の販売農家の経営耕地シェア及び借地増加に対する寄与率が高いためである。その一方で、組織
経営体の借地増加率も高くなっている。そのため、石川県は借地による農地流動化が進んだ地域
であり、組織経営体と大規模な販売農家による併進的な農地集積が進んでいる。
（２）石川県の「担い手」政策−個別経営体と集落営農組織への農地集積と経営支援政策−
　石川県は、集落内における農地利用調整を積極的に進め、「担い手への農地利用集積率80%
（2015年目標）＊３」を目指している。ここで言う「担い手」は、認定農業者である個別経営体
と集落営農組織であり、個別経営体に50%、集落営農組織に30%の農地集積を進めることを目標
にしている。石川県は経営目標として、認定農業者である水稲主体の個別経営体には、法人化や
他産業従事者並の所得が得られるように15ha以上の企業的経営体の育成を行うとしている。集
落営農組織は、担い手が存在しない地域にある地域農業集団（作業受託組織）を基に、品目横断
的経営安定対策の対象となる20ha以上の規模で、経理の一元化・法人化を進めるとしている。
石川県は、2015年までに水稲主体の企業的経営体数を900経営体育成し、水稲作付けの5割を集
積し、集落営農組織数を400組織、水稲作付面積の３割を集積するとしている。
　
（３）白山市の農業構造の特徴
　白山市は2005年２月に１市２町５村が合併して誕生した市であり、人口は11万459人（2010
年国勢調査）である。石川県南部の加賀平野に位置し、手取川の右岸地域に所在する。白山市の
農地は水田が97.8%であり、農業地域類型は大半が都市的・平地地域＊４である。白山市では、都
市的・平地地域＊５において大規模農業経営体への水田集積が急速に進んでいる。
　図２は、農業経営体の水田借地率と、石川県が育成目標とする田の経営耕地15ha以上層＊６の
大規模農業経営体（以下、田の経営耕地面積が15ha以上を大規模とする）の経営耕地面積シェ
アを表したものである。図２によると、白山市は都府県・北陸・石川県平均よりも水田借地率、
大規模経営体の田の経営耕地シェアが高く、その上、石川県内市町村で最も借地率、大規模農業
経営体の田の経営耕地シェアが高い。
　表４、表５から、販売農家、組織経営体の動向を見る。販売農家の戸数は、2005年から2010
年にかけて34.2%減少し、経営耕地面積は19.3%減少している。販売農家の経営耕地シェアは
63.9%であり、田の経営耕地面積規模が５ha以上の販売農家のシェアは24.9%、15ha以上の大規
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図２　水田借地率と15ha以上の販売農家と組織経営体の水田シェア
出所：2010年農林業センサス
表５　都府県・北陸・石川県・加賀・能登・白山市の借地構造（2005年・2010年）
注１：石川県、白山市の組織経営体は、農業経営体から販売農家を引くことで求めた
注２：シェアは、販売農家及び組織経営体の面積を農業経営体の面積で除したものである
注３：都府県、北陸は千戸、千ha単位であり、石川県、加賀、能登は百戸・百ha単位である
表４　都府県・北陸・石川県・加賀・能登・白山市の農業構造（2005年・2010年）
注１：石川県、白山市の組織経営体は、農業経営体から販売農家を引くことで求めた
注２：シェアは、販売農家及び組織経営体の面積を農業経営体の面積で除したものである
注３：都府県、北陸は千戸、千ha単位であり、石川県、加賀、能登は百戸・百ha単位である
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模な販売農家のシェアは11.2%となっている。販売農家の借地は8.2%増加し、販売農家の借地シェ
アは46.8%となっている。組織経営体の経営耕地面積は、51.5%増加し、経営耕地面積のシェア
は36.1%となっている。組織経営体の田の経営耕地面積は53.2%増加し、田の経営耕地面積規模
が15ha以上の大規模な組織経営体のシェアは33.5％となっている。借地は56.2%増加しており、
借地のシェアは53.2%である。また、白山市における田の経営耕地面積規模が15ha以上の販売
農家及び組織経営体の経営耕地シェアは44.7%となっている。
　加えて、平成22年集落営農実態調査によると、白山市内には42の集落営農があり、集落営農
数及び集落営農の経営耕地面積が県内で最も大きい＊７。加えて、白山市は、2010年３月末時点
で農地の利用権設定率が49.1%であり、県内で最も高くなっている＊８。
　以下、白山市において大規模な水田農業経営を行う農業経営体の経営実態について報告する。
　
Ⅲ　農地（水田）集積の中核である大規模経営体の経営展開
−農業経営体の経営展開と規模拡大−
（１）集落営農組織の農業経営展開
　本稿では、白山市の集落営農の農業経営体の事例として４つの集落営農組織を取り上げる。こ
れらの集落営農組織は、全て法人化しているが、その組織化・法人化の流れは異なり、結果的に
集落営農組織の構成員・農地集積の状況、農業経営展開も異なっている。大きく分けるとするな
らば、１集落１農場（１農業経営体）に限りなく近い集落営農組織はＡ、Ｂ法人、集落内に大規
模な家族経営体が所在する集落でありながら、集落の中小兼業農家が集まって設立された集落営
農法人がＣ法人である。一方、旧村単位の複数集落の作業受託組織を基に設立されたのがＤ法人
である。Ｄ法人は旧村地区の全農家の出資により構成されている。以下、これら集落営農組織の
設立の経緯・性質の違いを考慮しながらその農業経営実態について分析を行う。
　
１）１集落１農場に限りなく近づいた集落営農組織（農）Ａ法人
　Ａ法人は白山市の旧美川町にある集落営農である。所在する集落は基盤整備された平地地域で
あり、集落内の農家は19戸、農地は約28haである。Ａ法人は集落内の18戸が参加により約26ha
の農地を集積し、１集落１農場といえる。Ａ法人は1998年に設立された機械共同利用組織から
出発し、2004年に任意組織化（経営の一本化）、2007年に法人化している。
　Ａ法人を構成する農家は専業農家１戸を除き全て兼業農家である。出資金は300万円であるが、
各農家の持分（所有）面積割（10a当たり約1.2万円）で決まっている。最も持分面積が大きい
農家は2.5ha、最小は0.5haである。役員は男性６人（理事５人、監事１人）であり、年齢は60
代が５人、50代が１人である。その他の役職では、会計を１人（50代・男）が担当している。
会計は完全に一本化されており、構成農家は地代（10a当たり1.5万円）・管理費（10a当たり0.5
万円）・作業従事量に応じて労賃を受け取っている。中間管理は持分面積に応じて水管理・畦畔
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草刈りを再委託している。また、水利費は組合員が個別に負担している。
　2010年度の売上高は2164万円であり、水稲1909万円、大豆67万円、花卉85万円、ネギ29万
円、作業受託39万円、その他34万である。2010年の作付け内容は、水稲（コシヒカリ）21ha、
大豆５ha、ネギ3.2a、花卉（ケイトウ等）であり、花卉は水稲の育苗ハウスを利用している。販
路は全てＪＡ出荷である。
　水稲・大豆作業は、Ａ法人の構成員のオペレーター６人で春・秋の機械作業と防除作業を行っ
ている。また、水稲の13.1haを直播栽培で行っている。ネギ、花卉は全作業を共同で行っている。
2011年のネギの栽培面積は20a（露地15a、施設５a）の作付けであり、ネギの収穫作業は１日
当たり３人で行っている。花卉の収穫作業は半日作業で５〜６人従事している。ネギ及び花卉の
収穫等の作業は、集落内の女性３人を中心に行い、管理作業等は構成員の役員が行っている。
　主な農業機械・施設は、トラクター３台、田植機２台（８条: １台、不明: １台）コンバイン１
台（６条）、V溝播種機、畦塗り機、管理機・耕耘機が１台ずつ、格納庫、パイプハウスを保有
している。
　今後は、米価の下落により現状の経営では若手への経営継承は厳しいとしている。Ａ法人は集
落内に中核的な担い手が不在であったために設立された集落農業の維持の組織である。しかし、
集落営農による効率化は、女性が農業に参加する場を無くしてしまったと、Ａ法人の理事長は述
べている。加えて、形成した集落営農の経営維持・継承には、一定の利益の確保が必要であると
している。そのため、直播の導入による低コスト化や園芸品目の導入や特栽米等の高収益部門を
導入することも考えている。だが、利益の拡大のために経営規模の拡大を目指したとしても、他
集落も集落営農を実施しており＊９、近隣集落での経営規模拡大は困難である。また、構成員は
兼業が大半であり、園芸品目等の高収益の部門を伸ばすのも難しいとしている。そのため、今後、
他集落の集落営農組織との合併を含めた経営展開を考えているが、方針は明確に定まっていない。
　
２）大規模集落における集落営農組織（株）Ｂ法人
　Ｂ法人は、白山市の旧松任市にある集落営農である。所在する集落は昭和60年代に圃場整備
がなされた平地地域の集落であり、圃場区画は30aとなっている。また、2005年の農林業セン
サスの集落カードによると、集落内の水田は115haである。Ｂ法人は、1989年に設立された、
機械共同利用組織から出発し、2009年12月に農業経営の一本化した集落営農法人である。構成
員となっている農家戸数は33戸（専業４戸・兼業29戸）であり、役員は９名の株式会社（資本
金100万円）の農業生産法人である。構成員の中で出資を行っているのは９名の役員のみであり、
Ｂ法人でいう構成員は出資ではなく、農地を貸し出している農家となっている。
　Ｂ法人のオペレーターは13人であり、その内認定農業者は５人である。役員の９名は、Ｂ法
人の立ち上げ時のメンバーである。全員が男性であり、60代が７名、50代が１名である、60代
の役員は、全員が経営管理作業の他に農作業のオペレーターを担当している。また、全員が兼業
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農家又は、定年による専業農家である（定年前までは兼業農家）。会計は完全に一本化されており、
構成農家は地代（整備済み水田：10a当たり1.2万円）・管理費（10a当たり1.3万円）・作業従事
量に応じて労賃を受け取っている（一般作業（運搬作業等）：1000円/時、機械オペレーター：
1200円/時、防除作業：2000円/時）。中間管理は構成員・役員の担当面積に応じて水管理・畦
畔草刈りを再委託しており、中間管理作業に取り組んでいるのは役員９人、構成員22人の31人
である。水利費や町内会費（資源管理を行うための集落組織である。賦課金は１円／１㎡。）は
Ｂ法人が負担している。
　2010年度の売上高は7307万円であり、その内、水稲（コシヒカリ等）が6261万、大豆が
490万、役務収益が556万円となっている。大豆については、自前で播種・刈り取り作業は行っ
ておらず、白山市内にある転作受託を目的に設立された農業生産法人に期間借地を行っている（大
豆の収穫物・転作の補助金は転作受託組織の法人のものとなる）。そのため、大豆の売上高は、
期間借地の借地代である。2010年度の作付けは、水稲が74.8ha、大豆が18.9ha（期間借地の貸付）
である。また、2011年度であるが、大麦を20.0ha作付けしている。また、大豆の作付け地は、
集落のブロックローテーションで決定した大麦作付け地の裏作として決定している（そのため、
2010年の大豆作付け地は2009年の大麦作付け地である）。
表６　白山市の集落営農組織の経営実態
注１：売上高には、戸別所得補償等の交付金は含めない
注２：売上高は2010年度の売上高であり、個別所得補償等は含まれていない
注３：経営耕地面積は2010年の面積である
資料：聞き取り調査より著者作成
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　水稲・大麦の作業は、Ｂ法人のオペレーターで春・秋作業を行っている。また、育苗について
は、出芽苗をＪＡから購入しており、育苗の管理作業は法人で行っている。また、乾燥・調整に
ついては、全てJAのカントリーエレベーターを利用している。
　主な農業機械・施設は、トラクター５台（75ps×３、31ps、27ps）、田植機３台（８条×３）、
コンバイン４台（６条×２、５条×２）、育苗ハウス５棟（６m×60m）、農業機械の格納施設と
なっている。
　Ｂ法人が所在する集落では、これ以上の農地が出てくる可能性はない。集落内には、Ｂ法人以
外に、１法人（後述のＧ法人）、６戸の農家が入り作を行っており、集落内の農地の区分けは事
実上完了している。また、Ｂ法人が所在する旧村（以下、Ｍ村）では200haの農地があるが、Ｍ
村内にはＢ法人やＦ法人に加えて、集落営農の農業生産法人が１法人設立されている。そのため、
今後、Ｍ村で農地が大量にＢ法人で受けるのは難しい。これは、農地の放出が進まない点（離農
する農家は早い段階で離農し、大規模経営体が既に農地を吸収しているため）と、農地が出たと
しても、借入れる農業経営体はある程度揃ったためである。
　このような状況の中で、Ｂ法人の今後の展開は、基本的にローコストでの生産と反収の増加を
目指すとしている。これは、兼業農家が中心であり、高付加価値化を目指す農業経営の取組が困
難であることと、低米価の時代では、高米価を狙う米作りは難しいとの判断である。それよりも、
100ha近い水田を集積した好条件の中で、低コスト・増収を目指した方が、利益を確保できると
考えたためである。また、これは現在のＢ法人の社長・専務等と入った高齢役員の考えである。
社長・専務は、基本的にＢ法人は集落の農地を適切に管理し、低コストで地域農業の維持ができ
ればと考えているためである。しかし、役員によって経営の方針は異なっている点も指摘してお
きたい。経理を担当する55歳の役員（最年少の役員）は、水稲・転作だけではなく、野菜・加
工等の高収益部門の導入を行いたいとしている。そのため、現在の経理担当役員等が経営を継承
した場合、農業経営の内容が変化する可能性もある。
３）集落内に大規模経営体が所在する中で、中小兼業農家が集まって設立した（有）Ｃ法人
　Ｃ法人は白山市の旧松任市に所在する集落営農である。所在する集落は都市的地域の集落であ
り（集落の地形は平坦部である）、圃場整備も実施されている。また、Ｃ法人の資料によると、
集落の水田面積は79.4haとなっている。Ｃ法人は、2000年に地域のＪＡ松任が行った意識アン
ケート調査を契機に設立された集落営農であり、2002年から2003年にかけて集落内の有志で検
討（13名）を行い、2003年に協業経営の任意組織を設立している。任意組織として2004年の
１年間営農を行い、2005年より農業生産法人を設立している。構成農家は24戸（設立当初は大
半が兼業農家であったが、2011年現在では７〜８割の農家が定年退職しており、専業農家となっ
ている）であり、役員は９人（全員男性であり、70代が１人、60代が４人、50代が４人）である。
資本金は360万円であり、構成員は所有農地１ha当たり10万円を出資している。役員は上乗せ
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した資本金を追加で支払っている。これは、役員が出資金の過半数を占めるようにし、スムーズ
な意志決定を行うためである。
　Ｃ法人のオペレーターは６人であり、50歳の専務と60代の男性で行っている。また、50歳の
専務はＣ法人の専従であり、農作業から経営管理の全般に携わっている。会計は完全に一本化さ
れており、構成農家は地代（整備済み水田：10a当たり2.3万円）・管理費（1圃場（整備・未整
備変わらず）当たり0.55万円）・作業従事量に応じて労賃を受け取っている（全作業：1200円/
時（機械作業等全て同一時給））。中間管理は構成員・役員に水管理・畦畔草刈りを再委託してお
り、割り当て面積はＣ法人が区域を決めている。中間管理作業に取り組んでいるのは13人（60
〜 70代の男性）である。水利費や生産組合費（資源管理を行うための集落組織であり、農地所
有者で構成する。年間の賦課金は19万円。）はＣ法人が負担している。
　2010年度の売上高は3407万円であり、水稲が2280万円、大豆が251万円、作業受託（稲刈り）
が600万円である。2010年度の作付けは、水稲（コシヒカリ・ユメミズホ）が20ha、大豆が
10haとなっている。水稲は、コシヒカリの2.5haは特別栽培に取り組んでおり、ＪＡへの販売金
額が１俵当たり1500円高くなっている。
　水稲・大豆の作業を見ると、中間管理作業については、構成員が取り組んでいる。田植え・稲
刈り等の機械作業については、オペレーター＋２〜３人（必要に応じて役員が出役）で作業を行っ
ている。水稲の乾燥・調整については、JAのカントリーエレベーターを利用している。
　主な農業機械・施設は、トラクター２台（56ps、56ps）、田植機１台（６条）、コンバイン２
台（４条×、５条）、育苗ハウス５棟、事務所となっている。
　Ｃ法人の今後の経営展開は、規模拡大を考えている。Ｃ法人が所在する旧村（Ａ村）の他の集
落には集落営農はなく、近隣へ更なる拡大が可能だとしている。一方、集落内には、２つの大規
模農業経営体（集落内の30haを保有）と８戸の高齢農家（集落内の10haを保有）があり、とり
あえず、集落内の高齢農家が離農した際の農地を受け入れるようにしたいとしている。そのため、
当面の目標は40haとしている。一方、農地の集積のために、大規模経営体である入り作者との
交換耕作は難しいと考えている。これは、Ｃ法人の借入農地は出資者の農地であるためである。
　また、課題点として、集落営農となることで、女性の農業への参加が無くなったことを挙げて
いる。作業が効率的に行うことにより、女性の農作業の参加機械が無くなった。そのため、Ｃ法
人としては、育苗ハウス等を活用し、女性が参加できる農業部門を取り組みたいとしている。
４）旧村単位で設立された機械利用共同組合を基に設立された集落営農組織（株）Ｄ法人
　Ｄ法人は、白山市の旧松任市に所在する集落営農である。Ｄ法人は集落単位ではなく、旧村の
Ｙ村（地域類型は平地地域であり、12集落で構成される。1980年に基盤整備（30a区画）を全
域で実施）を単位として設立された集落営農である。Ｄ法人は、大豆転作の対応や水稲防除作業
の受託のために設立された生産組合（以下、Ｙ生産組合）が基になっている＊10。Ｙ生産組合は、
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2002年に転作作業受託を行う株式会社となり、2006年に農業生産法人（現在のＤ法人）となっ
た。構成員（株主）は、310戸のＹ村の全農地所有戸（その内、専業農家（認定農業者）が７戸
と集落営農が１法人、兼業農家は105戸であり、残りは土地持ち非農家である。）とＪＡ松任で
あり、資本金は2300万円である。また、農業生産法人化の前後に、転作受託だけではなく、Ｄ
法人自ら利用権を設定し、水稲作付け等を開始している。このような農業経営の変化が行われた
背景は、助成金の受給要件（品目横断）や担い手不足、経営の効率化の必要性を挙げている。
　Ｄ法人の役員は６人（全員男性）であり、50代が１人、60代が５人である。常勤の役員は社
長の１人であり、農作業から経営管理の全般を担当している。また、非常勤の役員２名は月１日
出勤し経理を担当し、残りの３人は農繁期の農作業の手伝いや監査を行っている。社員は３名で
あり、男性が２人（23歳・30歳）でネギ栽培、水稲・大豆の機械作業等の農作業を担当し、女
性１人が事務作業を行っている。農作業では、その他に地元のパート２人を雇用している。また、
オペレーターは５人であり、その内３人は60代の男性である。
　Ｙ法人の作付け・農業経営を見ると、大豆栽培＊11が56ha（この内、期間借地は52ha、自社の
利用権設定が４ha）、大麦が12ha（期間借地）、水稲防除作業の受託が200ha（年２回）、作業受
託（水稲作業及び梨農家の農地への堆肥散布等）、水稲栽培が８ha、ネギ栽培が0.8haを行って
いる。大豆の期間借地については、播種・培土・防除・刈取作業等の作業はＤ法人が実施し、日
常管理等の中間作業は地権者が行うとしている。地権者はＤ法人から管理料（地代込み）として
10a当たり２万円＋0.5・1.0・1.5万円（維持管理状態により３段階に分ける）を受け取り、大豆
の販売収入・助成金はＤ法人が受け取る。水稲・ネギ栽培を行う農地は、Ｄ法人が利用権設定＊12
を行った農地である。
　2010年度の売上高は7180万円であり、主な部門売上高は、大豆部門が4969万、水稲防除が
870万、作業受託が172万、水稲が673万、野菜（ネギ）が462万となっている。
　また、農作業については構成員のオペレーター、パート賃金は時給で支払っている。時給は
850円〜 2000円であり、作業内容によって時給は異なる。社員は給料を月給で支払っており、
農作業を行う従業員は月16万円、事務職員は月15万円、賞与も1.5月分支払っている。また、構
成員（株主）は、大豆の管理料等だけではなく、出資金の２%の配当を受け取っている。
　主な農業機械・施設は、トラクター９台（65ps、50ps、45ps、28ps、26ps、23ps×４）、乗
用管理機１台、溝切機１台、播種機５台、培土機５台、ブームスプレヤー１台、スーパースパウ
ダー１台、田植機１台（６条）、コンバイン１台（４条）、大豆コンバイン２台、ブロードキャス
ター２台となっている。
　今後の経営展開は、更なる経営規模の拡大を行うことになるとしている。ただし、規模拡大に
ついては、Ｙ村に対する入り作を防ぐためであり、Ｙ村内で農地が放出され、Ｙ村内の農家が吸
収できない場合であるとしている。特に、Ｙ村の水田農業の主要な担い手であり、農地の受け皿
であった20ha規模の７戸の専業農家と30ha程度の集落営農の法人は、機械・労働力の能力的に
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これ以上の拡大は困難であるとD法人は考えており、地域の農地の供給の受け手がいなくなる恐
れがあるとしている。それ故、D法人の基本的な経営展開は、地域農業を支える、機械作業受託
の法人としての役割を中心としながら、大豆等の転作農地の期間借地だけではなく、農地の利用
権設定による水田農業を拡大する必要性があるとしている。また、雇用労働力を導入しているが、
水稲・大豆だけの営農内容では季節労務のみになってしまう。そのため、野菜等の園芸品目の導
入が必要だとしている。実際、D法人はネギ栽培に取り組んでおり、2.0ha以上の作付けを目指
しており、2011年には2.2haの作付けを実施している。
表７　白山市の家族を中心にした大規模な農業経営体の経営実態
注１：経営体種類は各法人がセンサスで回答したものである
注２：Ｅ法人の設立年はＥ法人経営者が農業を継承した年である
注３：売上高には、戸別所得補償等の交付金は含めない
注４：経営耕地面積は2010年の面積である
資料：聞き取り調査より著者作成
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（２）家族経営による大規模経営体の経営展開
　本稿で取り上げる家族経営による大規模経営体は、「家族経営→１戸１法人（Ｅ法人）」だけで
はなく、「集落営農組織（任意又は法人）→１戸１法人（Ｆ法人）・２戸１法人（Ｇ法人）」とい
うように、その農業経営の成立プロセスは一様ではない。また、複数戸で形成される家族経営体
も含んでいる。しかし、集落営農組織を構成する農家から、特定農家へ農業経営が集中していく
ことは、今後十二分に考えられるため、その経営設立過程・展開を把握することは重要である。
また、農地の拡大・集積を集積単位で進めた集落営農を継承するのは、圃場分散等が無く、水田
農業の経営には有利に働く可能性もある。以下、家族経営の大規模経営体の形成過程も注意しな
がら、その農業経営実態と展望について分析する。
　
１）大規模水稲経営と園芸品目導入による農業経営を行う家族経営のＥ法人
　Ｅ法人は白山市の旧松任市に所在している家族経営が法人化した特例有限会社の農業生産法人
である。Ｅ法人の現経営者は1967年に経営を継承、2002年に法人化した。現在の水稲作+野菜
作経営の型が確立したのは2002年であり、2003年には野菜作の売上高が水稲を超えている。
　Ｅ法人の経営耕地面積は、2005年は38.8ha、2010年時点で56.0ha（内、借地は借地は
52.7ha）であり、17.2ha拡大している。農地は自集落及び４〜６km圏内の旧村（ＭＩ村）内の
３集落の合計４集落で集積している。経営規模拡大に伴い農地の団地・連坦化が進んできたとし
ており、Ｄ法人は４集落の水田面積の27.8%を集積している。ただ、Ｄ法人は、所在集落の特定
農業法人となっており、実際は自集落を中心に農地の集積を進めてきたと考えられる。地代は、
水利費等を含め10a当たり1.6万円である（市及び地域のJAの協議会で決めている）。
　2011年の作付けは、主食用米20.8ha（どんとこい・ハナエチゼン・コシヒカリ等）、モチ米
21.5ha（白山モチ）、露地野菜8.5ha（ブロッコリー・キャベツ等）、施設野菜延べ16ha（ミニト
マト・軟弱野菜、設備は2.5ha）である。年間の売上高は、水稲5000万円、施設野菜1億円、露
地野菜2000万円である。野菜は量販店等への契約販売であり、水稲は１／４をＪＡに出荷し、
３／４を外食・卸に直接販売している。
　主な農業機械・施設は、トラクター 14台（水稲用25 〜 75ps：９台、野菜用18 〜 33ps：５台）、
田植機２台（８条）、コンバイン３台（６条：２台、大豆用）、ドライブハロー２台、大豆播種機、
乗用管理機、マニアスプレッダ、フォークリフト等である。農業施設は、ビニールハウス41棟
（2.5ha）、育苗センター、選果場（冷蔵庫31.6 ㎡設置）、格納庫、ライスセンター（60石の乾燥
機８台）を整備している。ライスセンターは自社だけではなく、作業受託で50ha分の乾燥・調
整作業を行っている。減価償却費は機械で年間500万円、設備で1500万円である。
　Ｅ法人は、家族５人が農業に従事し、正社員を７人雇用している。正社員は男性４人（19歳
〜 37歳）、女性が３人（20代・40代が２人）である。Ｅ法人の経営者（65歳）と次男（32歳）
が水稲作業を担当、長男（38歳）が野菜・販売を担当、長男の嫁（39歳）が直売所・支払い業
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務を担当、Ｅ法人の妻（62歳）が経理・選果場の管理を担当している。女性の正社員の２人は
選果場の中心的人物であり、残りの５人は水稲・施設・露地野菜を担当している。さらに、
2012年より、農業大学校卒の男性１人を雇用する予定である。また、選果場の選果業務で60人
の常勤パートを雇用している。
　今後は、水稲規模は70haまで拡大は可能であるが、水稲規模拡大による経営発展は限界があ
ると考えている。また、施設・露地野菜の農地は地域の農家の借地水田であり、今後も継続して
貸借するためには地主の信頼は必要である。安定した借地関係を維持するためにも、水稲部門を
切り捨てる予定はない。しかし、水稲経営はＥ法人の農業経営のベースであるがメインではない
としている。そのため、水稲作業は早めに行い、野菜作に集中できる生産体系を目指している。
２）集落営農組織を母体に１戸１法人の大規模水稲経営となったＦ法人
　Ｆ法人は、白山市の旧鶴来町にある農事組合法人である。1990年に集落内の17戸の内16戸で
法人化したが、高齢化で構成農家が離脱し、1997年は構成農家が３戸となり、2004年に現在Ｂ
法人を経営する１戸のみになった。現在の資本金は、現経営者の家族３人（社長（先代社長の妻）・
社長の息子夫婦）が等分で合計318万円出資している。事実上の１戸１法人であるが、社長は、
農林業センサスにおいて組織経営体と回答している。
　2005年は32ha、2010年の経営規模は39.8haであり、7.8ha拡大している。増加面積は全て借
地である。経営耕地は自集落で20ha集積し、その他の農地は所在地から２〜３kmの範囲内の９
集落で集積している。自集落の農地面積は23haであり、自集落の農地の大半は集積しているが、
飛び地となっている農地もあり、約20haが９集落に分散している。地代は、１区画20a以上の整
備田は1.3万円/10a、未整備田は0.65万円/10a、0.2万円/10aと条件に応じて決めている。水利費・
土地改良の賦課金は地主負担である。
　2011年度の作付け内容は、主食用米（コシヒカリ等）23.4ha、モチ米（カグラモチ）6.8ha、
飼料用米0.5ha、大豆0.4ha、採種用の麦5.4ha、露地野菜（大根・ブロッコリ ・ーキャベツ等）0.5ha
である。その他、育苗（約30ha分）、乾燥・調整（約21.5ha分）等の作業受託とモチ加工を行っ
ている。主な販路は、主食用米は生協・業者・消費者への直接販売であり、モチ米は自社加工が
１割、契約販売が９割である。飼料用米は全量ＪＡ出荷である。露地野菜はＪＡの直売所に出荷
している。2010年の売上高は、水稲4179万円、露地野菜348万円、加工品196万円、作業受託
料金902万円で合計5625万円である。
　農業機械では、トラクター５台（25 〜 73ps）、田植機１台（８条）、コンバイン２台（４条）、
乾燥・調整機６台（50石）、動力噴霧機、籾摺り機（６インチ）、色彩選別機、フォークリフト
を各１台保有し、農業施設では、パイプハウスを14棟、鉄骨ハウスを１棟、食品加工場を整備
している。機械・施設の年間の減価償却費は858万円である。
　労働力は、家族労働力が３人が従事し、正社員で20 〜 40代の男性３人と、年間100日従事（時
大　仲　克　俊
− 154 −
給800円）するパート女性（56歳）を１人雇用している。社長は56歳の女性であり、2004年に
夫である先代社長の死亡により経営を継承し、経営管理・加工を担当している。また、社長の息
子夫婦（共に28歳）も従事し、息子が農作業全般、息子妻が事務を担当している。また、正社
員の男性３人は農作業全般・モチ加工作業、パート女性はモチ加工・野菜の定植を担当している。
男性３人の年間の合計人件費は1100万である。
　今後は、規模拡大を考えており、水稲作付け規模を50haまで拡大できると考えている。これ
から近隣農家の農地の放出が進むと考えており、農地の確保に課題はないとしている。しかし、
Ｆ法人の経営発展には、水稲経営規模の拡大だけでは困難であると考えており、園芸品目や米粉
を利用した菓子加工等に取り組むことを目指している。
３）集落営農組織を継承し、大規模水稲＋施設農業に取り組むＧ法人
　Ｇ法人は、白山市の旧松任市に所在する特例有限会社（資本金3000万円）の農業生産法人で
ある。Ｇ法人は、1990年に設立された集落の協業経営組織（任意組織・当該集落（集落農地
45ha）の25haを集積していた）の農業経営を２戸（社長・専務）の農家が2002年に継承して成
立した法人である。農業経営の継承に伴い、Ｇ法人の社長（60歳・男性＊13）が3000万円の出資
を行ってＧ法人を設立している。また、Ｇ法人の専務（男・65歳）は、勤務していた会社を退
職して、法人設立時から農業経営に参加している。
　2002年の設立時は31.0ha、2005年は35.0haの経営規模であり、2010年時点では47.0haの経
営規模である。増加面積は全て借地であり、Ｇ法人所在集落で36ha、隣接する２集落に11haの
農地がある。その内、８haの農地は、Ｂ法人が所在する集落での農地である。また、全ての農
地は、自集落から２kmの範囲内にある。地代は、整備田（30a区画）が10a当たり1.2万円、未
整備田（6.6a区画）が0.4万円である。Ｇ法人は未整備田を50枚抱えており、約３haが未整備田
である。この未整備田は、整備田を借りるに当たり併せて来る物であり、断ることはできない。
水利費は10a当たり2970円、土地改良区賦課金は10a当たり700円であり、Ｇ法人が負担してい
る。
　2011年度の作付け内容は、主食用米（コシヒカリ・ユメミズホ）が35.0ha、モチ米は1.0ha
である。また、大豆を11.0ha作付けしている。その他には、施設でのシイタケ栽培に取り組ん
でいる。2010年度の売上高は、水稲4083万、大豆141万、シイタケ390万、作業受託（乾燥・
調整作業）285万で合計4899万円である。水稲の販路を見ると、主食用米はＪＡ44.0%、卸
44.0%、直売11.0%となっており、モチ米は全量を卸に販売している。
　主な農業機械・施設の保有状況を見ると、トラクター３台（75ps、65ps、29ps）、田植機２
台（６条・８条）、コンバイン２台（４条、３条）、ライスセンター（27haを処理できる。自社
作業の合間に作業受託を行う）、シイタケ設備（発生棟、培養棟）、色彩選別機等を保有している。
　労働力は、構成している２戸から３人（社長・社長妻・専務）と、パートを８人雇用している。
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パートは、所在集落に居住している高齢者（全員70代で、男性７人・女性１人）であり、水田
の水管理や用水路の清掃、シイタケ作業に従事している。水田の作業の労賃については、固定給
で支払っており、８人合計で130万円となっている。また、シイタケ作業については、男性が時
給1000円、女性が時給800円となっている。
　今後の経営展開は、水稲作付は50haまでの規模拡大を目指している。集落内の規模拡大余力
は乏しく、Ｇ法人の社長は、「地域内の高齢農家（１ha規模）の離農分が精一杯だろう」として
おり、旧村範囲の隣接集落で農地を求めることになるとしている。水稲は役員１人当たり20ha
程度の規模を目指している。2012年４月から44歳の男性（Ｇ法人所在集落に居住）を正社員と
して雇用するが、水稲だけでは雇用出来ないとしている。そのため、現在のシイタケ栽培等、収
益性が上がる品目の更なる導入を目指すとしている。そのため、「水稲＋α」の農業経営展開を
目指している。
　また、水稲についても、高価格帯の米価は狙わず、１円でも安く生産し、低米価でも収益を上
げられるようにするとしている。その他には、籾殻を利用した床土やバイオマスエネルギーの開
発等を、ベンチャー企業等と取り組んでおり、企業からの出資を受けることも含め、企業と連携
した農業経営を行いたいとしている。
　
Ⅳ　まとめ−大規模経営体の農業経営展開と課題−
　表８は、Ａ〜Ｇ法人の現在の農業経営の取組状況と、規模拡大の意向、水稲・園芸・その他部
門の取組方針について整理したものである。
　集落営農組織の法人（以下、集落営農法人）の動向を見ると、基本的に効率的かつ低コストで
水稲作を行うことを目的にしており、安藤が指摘している「手間ひま金をかけずに農地を守る仕
組み＊14」を目指して農業経営が行われていると考えられる。ただ、この効率的に地域の農地を
守る仕組みが、結果的に、集落の女性農業者の参加を無くすことになり、女性が農業に参加でき
表８　事例の大規模農業経営体の農業経営展開と方針
出所：聞き取り調査より著者作成
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る枠組みが必要となっている。これは、Ａ、Ｃ法人において見られた。また、集落営農の継承に
当たっては、地域を守る仕組みであったとしても、次世代への継承のためには収益性の確保が必
要である。しかし、収益の確保には、20ha以上の規模で農地の面的集積を行っても困難となっ
ていると指摘できるのがＡ法人である。そのため、Ａ法人は園芸品目の導入を行っており、その
他にも、Ｃ法人、Ｄ法人が園芸品目の導入又は導入を目指している＊15。一方、Ｂ法人は園芸品
目の導入を現時点で考えていないが、法人の最も若い役員は将来的に取り組みたいとしており、
今後、農業経営の方針が変化する可能性はある。しかし、集落営農法人を構成する農家は、基本
的に兼業農家であり、園芸品目等への取組は難しいのが実態である。
　集落営農法人の規模拡大においては、自集落、又は自集落が所在する旧村の範囲においては、
規模拡大を意向していると言える。これは、現時点で規模拡大を目指していないＡ法人、Ｂ法人
でも、旧村の範囲内であれば拡大の意向を持っていた。ただ、Ａ・Ｂ法人は、旧村内に集落営農
組織・大規模経営体が所在しており、地域の農地市場の逼迫から規模拡大が困難となっている。
　また、これら集落営農法人は、集落内の農地の面的集積を達成している法人が多い。Ａ法人、
Ｂ法人は、１集落１農場に限りなく近づいており、Ｃ法人にしても、集落の半分弱を集積してい
る。しかし、その集積した農地を利用して、新たな農法展開を行うようなことはなく、農地集積
を所与に、更なる低コスト化への取組が中心となっている。他方、借入農地の効率的な利用のた
めの、交換耕作はＢ法人が行っている。これは、Ｂ法人の出資の基準が農地でなく、有志による
ものであり、農地が出資の基準でないためであると考えられる。それに対し、Ｃ法人では、農地
が出資の基準であるため、地域内の他の大規模経営体との交換耕作ができない状況にある。これ
も、集落営農の制約の一面であると言える。
　一方、家族経営を中心した大規模経営体（以下、大規模家族経営）の動向を見ると、2005年
から2010年にかけて経営規模を拡大させ、大規模な水稲作を中心としながらも、施設野菜、露
地野菜といった園芸品目に取り組んでおり、Ｅ法人に至っては、水稲よりも園芸部門の売上高が
大きくなっている。また、これら大規模家族経営は、今後の経営展望においても、水稲作の規模
拡大による経営発展には限界があり、経営発展の中心は、水稲以外になると考えている。Ｄ法人
は、「水稲はベースであるがメインではない」としており、今後、農地が放出されれば拡大を行
うが、その経営規模の拡大の上限は自ずと制限されてくると考えられる。また、これらの大規模
家族経営は、雇用を導入又は導入が予定されており、雇用者の周年的な作業・給与を確保するた
めにも、期間労務である水稲部門だけではなく、園芸部門や加工分野等の取組が必要となってい
る。
　一方、水稲部門の方針を見ると、規模拡大による面的集積の傾向も見ることができるが、集積
した農地を利用した水稲作の新たな展開を見ることはできない。今後、園芸や加工等の多角化部
門がより経営の比重が大きくなると考えられる中で、水稲部門は、如何に他の分野の作業の負担
にならないよう、より作業の省力化・短期化が図られる可能性がある。現時点でも、Ｄ法人は「水
農業構造変動の先進地域における大規模水田農業経営体の展開
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稲作業は早く終わらせ、野菜（露地・施設）部門に注力できるようにする」としており、この営
農体系の構築の方向は、水稲部門以外に取り組むＦ法人、Ｇ法人といった大規模家族経営も目指
す可能性がある。また、事例の大規模家族経営は、水稲の独自販売に積極的に取り組んでおり、
ＪＡへの販売よりも高い価格でも販売を行ってきた。それでも、卸売業者等への米価下落は避け
られておらず、この点でも、水稲部門を農業経営の発展の中心にできない点でもある。
　以上整理すると、農業経営の持続性については、集落営農法人は構成員が集落の兼業農家を中
心に設立されており、現在の役員・オペレーターが出役できる状況下においては、集落内の大き
な割合を占め、面的集積と大規模な経営耕地の確保を通じて、中小規模の家族経営に比べて効率
的な農業経営が行えていると言えよう。事例の集落営農法人も効率化については評価しており、
現在の役員・構成員世代が健在である限り、経営は持続できると考えられる。しかし、経営の継
承については、難しいと考える集落営農法人もあり、その要因として収益性の少なさ−利益が出
ていないわけではないが、経営継承させるには利益が少ない−を挙げている。この課題の解決の
ためには、更なる規模拡大・園芸品目の導入等が模索されているが、その地域の農地市場の現状
や構成員の性質から困難となっている。それに対し、大規模家族経営では、後継者・雇用者が確
保されており、農業経営の継承という面ではある程度は確保されていると言えよう。しかし、そ
の農業経営の実態を見ると、低米価の下で、水稲部門の規模拡大による農業経営の発展は不可能
と考えており、今後、これら水田農業における大規模家族経営の農業経営は、農業経営の持続・
発展のために、その内容が変わっていく可能性がある。
　また、これら大規模農業経営体が更なる農地需用者であり続けるかという点でも、変化が起き
る可能性がある。集落営農法人については、−担い手が集中している旧村の範囲での農地市場の
需給逼迫という要素もあるが−その性質から更なる規模拡大は考えられず、現状の規模の維持又
は自集落内での規模拡大が中心であろう。それに対し、大規模家族経営は規模拡大を意向してい
るが、その拡大については自らの経営において、ある程度上限を設けていると考えざるをえない。
これは、低米価の状況下においては、水稲部門の拡大は農業経営の発展に寄与しないとの判断で
ある。それ故、水稲以外の部門に経営資源を注力させる必要があり、結果的に水田の需用者とし
ての需要量は制約される。
　以上から、我が国の水田農業においては、大規模な農業経営体の形成が進められてきたが、そ
の大規模経営体は、水稲部門では農業経営の持続・発展を図ることは困難となっている。これは、
集落営農・家族経営の大規模経営体でも同じである。そのため、我が国の水田農業を中心にした
地域農業の発展には、担い手への経営耕地の集積と入った効率的な営農体制の構築だけではなく、
経営耕地を集積した大規模な農業経営体が、水稲を基盤としながらも、多様な農業経営の展開が
行えるような支援施策が必要となると考えられる。
 （おおなか　かつとし・社団法人JC総研研究員）
大　仲　克　俊
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注
＊ 1 　『平成22年度食料・農業・農村白書』のpp320-324による
＊ 2 　安藤光義氏は、認定農業者の農業経営改善計画や新潟県蒲原平野の事例から、農業経営体の経営発展と構造政策（担
い手層への農地集積）が乖離していることを指摘している（安藤光義『構造政策の理念と現実』農林統計協会、2003年、
pp25-71参照）。また、秋山満氏によると、水田作経営の経営費から見た規模の効率性では、個別経営では15ha前後で
経営費が下げ止まり、組織法人では20ha 〜 30haの規模で下げ止まっている（秋山満「水田作における規模問題」『農業
経営研究第49巻第４号』日本農業経営学会、2012年３月、pp6-20参照）。そのため、規模拡大が、必ずしも農業経営の
効率性を高め、その農業経営発展に繋がるわけではないと言えよう。
＊ 3 　10ha以上の農地を有する集落を主要農業集落とし、主要農業集落内の農地利用の在り方を定めた「集落担い手プラン」
を作成し、農地を担い手へ集積させるとしている。「集落担い手プラン」は2006年までに1000集落で策定することを目
標にしている。詳しくは、石川県『いしかわ食と農業・農村ビジョン』石川県農林水産部農業政策課、2006年1、
pp.43-56参照
＊ 4 　農林業センサスによると、白山市内における都市的・平地地域は、旧松任市、旧美川町、旧鶴来町であり、この３つ
の旧市町が白山市内の経営耕地面積の約８割を占める。また、当該事例地域の松任地域における地域農業構造と及び大
規模水稲農業経営体の経営展開については、村山元展「農業構造の変動と農地構造政策の現段階—石川県白山市・野々
市町の調査結果から—」、2010年３月、全国農地保有合理化協会『土地と農業』第40号、2010年3月、131-155頁も参照。
＊ 5 　農林業センサスによると、白山市内における都市的・平地地域は、旧松任市、旧美川町、旧鶴来町であり、この３つ
の旧市町が白山市内の経営耕地面積の約８割を占める。
＊ 6 　集落営農組織では20ha以上を目指しているが、田の経営耕地面積規模別統計は15ha以上層で区切られているため、本
稿では、組織経営体も含めて、田の経営耕地面積が15ha以上層の農業経営体を大規模経営体とした。
＊ 7 　白山市は42の集落営農があり、石川県内の組織数の16.3%を占める。また、集落営農の内、21が法人化しており、県
内で最も法人化した集落営農が多い。集積した経営耕地面積は628haであり、県内で18.1%を占めている。
＊ 8 　白山市農業委員会の提供資料及び北陸農政局生産経営流通部担い手育成課・構造改善課『地域農政推進資料＝農業経
営基盤の強化促進のために＝』北陸農政局、2011年、p.30による。
＊ 9 　Ａ法人の理事長への聞き取り調査による。また、財団法人石川農業人材機構によると、Ａ法人が所在する旧美川町蝶
屋村（８集落）には、Ａ法人も含めて６つの集落営農組織があり、４つの法人と２つの任意組織がある。また、任意組
織も含めて、全組織が集落ぐるみで組織化を行っており、Ａ法人も含めて３法人は特定農業法人となっている。詳しく
は財団法人石川農業人材機構『いしかわの集落営農』財団法人石川農業人材機構、2010年、p.66参照。
＊10　Ｙ生産組合（現在のＤ法人）は、Ｙ村内の大豆転作対応とともに、地域内の専業農家である梨農家の支援等の役割もあっ
た。また、Ｄ法人の資料によると、地域の中核農家（大規模農家）への農地利用調整や水稲作業委託の斡旋の役割もある。
＊11　大豆の作付けを行う農地は、各集落で決定するブロックローテションで確定しており、農地の選択には、Ｄ法人は関
与していない。また、大豆面積は転作制度の変更に伴い減少しており、2003年は95haであったのが、2004年に74ha、
2005年に64ha、2006年に57haとなり、現在の面積水準になった。
＊12　地代は、整備田は1.2万円/10a、未整備田は0.4万円/10aであり、水利費（2970円/10a）・土地改良費賦課金（700円
/10a）は借主負担である。
＊13　Ｇ法人の社長は、Ｇ法人を設立するまでＪＡ松任の職員であり、経営規模が5.0ha（所有2.3ha、借地2.7ha）の兼業農
家であった。ＪＡ松任では、営農センターのセンター長等を務めており、ＪＡ職員として、Ｇ法人設立以前の協業経営
組織の経営シュミレーション・集団化の支援を行っていた。その縁もあり協業経営組織の経営継承を行った。また、Ｇ
法人の社長は、25歳の時に農業留学における渡米経験も、農業経営を継承しようと判断した要因である。
＊14　安藤光義『構造政策の理念と現実』農林統計協会、2003年、pp150-152参照
＊15　集落営農が次世代への継承のために、園芸や加工等の複合部門に取り組むのは、石川県小松市の集落営農でも見られた。
詳しくは、拙稿「北陸地域における地域農業構造変動−加賀平野における集落営農の動きから」『JC総研レポート
VOL.22』社団法人JC総研、2012年、pp47-51参照
